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11
私立小中学校給食
費物価高騰対策支
援事業

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

物価高騰等の影響を受けた生活者支援の
ため、保護者に新たな負担を課すことな
く、私立小中学校に対する支援を行いこ
れまでとおりの栄養バランスや量を保っ
た学校給食を実施するための経費

6,122

・１校　6,122千円
・私立中学校の物価高騰による保護者負担の
軽減のため、給食費の減免支援を行う学校法
人に対して補助金の交付を行った。

・物価高騰等の影響を受けた生活者支援のた
め、保護者に新たな負担を課すことなく、私
立中学校に対する支援を行いこれまでとおり
の栄養バランスや量を保った学校給食を実施
できた。

総務部

12
わった～バス利用
促進乗車体験事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

長引く原油価格・物価高騰に伴う影響を
大きく受ける路線バスの利用促進等を図
るため、バス事業者に対して一定期間バ
スの運賃を低減して運行を行うための補
助を行う。これにより、バス事業者の経
営改善に繋がり、県民においては、家計
の交通費が抑えられる。さらに、路線バ
スによる外出機会の創出により、消費活
動が活発化し、経済効果が期待されてい
る。併せて、県民が路線バスを利用する
機会が創出されることで、自家用車から
公共交通への利用転換に繋がることが期
待されるため、運賃低減の事業におい
て、効果測定やバス利用促進に係る周知
広報を継続的に行う。

181,520

・令和６年９月４日から２９日までの毎週水
曜日と日曜日の計８日間、沖縄県内（離島を
含む）のほぼ全ての路線バス及びコミュニ
ティバス（23事業者）で運賃無料を実施し
た。

・延べ約80万人が運賃無料でバスを利用し、
無料の日の水曜日の乗客数は有料の平日と比
較すると約1.3倍、無料の日の日曜日の乗客数
は有料の祝日等と比較すると約3.1倍に増加す
るなどバスの利用促進が図られた。

企画部

13
省エネ家電買換購
入支援事業

④省エネ家
電等への買
い換え促進
による生活
者支援

省エネ性能の高い家電への買換購入に対
する支援を行うことにより、電気料金の
値上げに伴う家庭におけるエネルギー費
用負担の軽減及び二酸化炭素の削減によ
る地球温暖化対策に資する。

285,937

・エアコン4,187台、冷蔵庫5,545台の合計
9,732台の買換え購入に対し、192,895千円相
当のポイント等を付与し、省エネ家電への買
換えに対する支援を行った。

・省エネ家電への買換えにより、事業全体で
年間消費電力量を約3,428,346kWh～
3,961,988kWh削減できた（環境省「しんきゅ
うさん」を用いて試算）。
・上記は、電気料金として年間約137,820千円
～159,272千円の負担軽減に相当（1kWh＝40.2
円（2024年４月沖縄電力従量電灯単価）とし
て試算）。
・また、二酸化炭素の削減量として年間約
2,294トン～2,651トンとなる。

環境部

14
児童養護施設等物
価高騰対策支援事
業

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

物価高騰に直面する児童養護施設等へ対
して支援を行い、運営が安定する中で、
措置児童の成長発達を豊かに保障する。

5,304
・県内児童養護施設等143先へ対して総額
5,304,000円の支援金を給付した。

・支援金給付により施設等運営の安定と、措
置児童の成長発達の豊かな保障に寄与した。

こども未
来部
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16
保育所等食材料費
物価高騰緊急対策
支援事業

②エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰に
伴う子育て
世帯支援

保育所等において、物価が高騰する中で
あっても、保護者に新たな負担を課すこ
と無く、これまえでと同等の栄養バラン
スや量を保った給食を提供するため、保
育の実施主体である市町村と連携し食材
料費の高騰分に対して支援を行う。

269,194

①補助対象先；市町村
　申請のあった24市町村に対し、計258,558千
円を交付した。
　（認可保育所等581施設、認可外保育施設78
施設、放課後児童クラブ196施設）
②補助対象先：私立幼稚園
　申請のあった15法人（施設）に対し、計
10,636千円を交付した。

・物価高騰等に直面する中、給食を提供する
保育所等に対し給付金を給付することで、保
護者の負担を増やすことなく、これまでどお
りの栄養バランスや量を保った給食を実施す
ることができた。

こども未
来部

19
医療施設等物価高
騰対策支援事業

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

物価高騰の影響を受けている医療施設等
に財政支援し、提供する医療の質の確保
等を図る。

68,450
・補助対象施設 2,753施設のうち、申請の
あった237施設に補助金を交付。総額6,546万3
千円の補助を行った。

・医療施設等の経営負担が一定程度軽減さ
れ、医療施設等の事業継続等に一定の効果が
あった。

保健医療
介護部

21
粗飼料価格高騰緊
急対策事業

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

飼料価格高騰の影響を緩和し、畜産農家
の経営維持を目的とする。これにより畜
産経営が安定化する。

8,862

・本島中南部、北部、宮古、八重山地区にお
いてそれぞれ事業説明会を農家及び飼料販売
業者、関係機関を対象に行い、周知を図っ
た。
・県内酪農家及び肥育牛農家70戸に対して、
8,860,950円を交付した。

・物価高騰に伴い、飼料費が高騰したことか
ら、県内の安定的な畜産業を維持するため
に、緊急的に本事業を実施した。農家の飼料
費負担を軽減することで、農家の生産意欲を
向上させた。

農林水産
部

22
配合飼料価格差補
助緊急対策事業

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

原油価格の高騰、ウクライナ情勢、円安
等によって、配合飼料価格が高騰してお
り、畜産農家の飼料費負担が増加したこ
とから、経営が維持できない危機的状況
にある。そのため、配合飼料価格の一部
を補助することで、農家の飼料費負担を
軽減し、畜産経営の維持を図る。

297,425

・事業実施主体と連携し、県内畜産農家に対
して配合飼料価格安定制度及び本事業の周知
を行った。
・配合飼料価格安定制度に加入している県内
畜産農家1,686戸を対象として、
1,189,789,596円を交付した。

・物価高騰の影響により、配合飼料価格の急
激な高騰、高止まりにより畜産農家の経営状
況が逼迫する中、本事業における支援により
配合飼料購入価格による負担軽減に繋がっ
た。

農林水産
部

24
沖縄電気料金高騰
緊急対策事業

⑨推奨事業
メニュー例
よりもさら
に効果があ
ると判断す
る地方単独
事業

物価高騰等の影響を受けた事業者・生活
者支援の一環として、国が実施する「電
気・ガス価格激変緩和対策事業」に加
え、県内全ての受電契約者（低圧、高
圧、特別高圧）に対する負担軽減を図る
ための緊急的な対策を実施する。

758,833

〔低　　圧〕
　小売電気事業者10者に対して合計563,128千
円の補助金を交付し、電気料金の値引き支援
を行った。
〔高　　圧〕
　小売電気事業者12者に対して合計383,172千
円の補助金を交付し、電気料金の値引き支援
を行った。
〔特別高圧〕
　受電契約者24者に対して合計243,346千円の
補助金を交付し、電気料金高騰の負担軽減を
図った。

・低圧、高圧の値引き支援を行ったことで、
物価高騰の影響を受けた受電契約者の負担軽
減に一定の効果があったと考える。
・特別高圧の電気料金高騰の影響を受けた受
電契約者に対して補助金を交付したことで、
大型工場等で製造される製品の価格高騰が一
定程度抑制され、大型商業施設等に入居して
いるために低圧・高圧の電気料金値引きを受
けられないテナント等の負担軽減にも繋がっ
たと考える。

商工労働
部

25
LPガス料金高騰支
援事業

⑨推奨事業
メニュー例
よりもさら
に効果があ
ると判断す
る地方単独

LPガス料金高騰の影響を受けた事業者や
県民の負担軽減を図るための緊急的な対
策を実施する。

285,289
・県内LPガス販売事業者（223者）に対して合
計244,889千円の補助金を交付し、LPガス料金
の値引き支援を行った。

・LPガス受給契約者(約55万戸)に対して、令
和６年４月～５月使用分を対象に最大450円の
値引き支援を行ったことで、物価高騰による
影響の負担軽減に一定の効果があったと考え
る。

商工労働
部
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26
修学旅行需要分散
化促進支援事業

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

修学旅行において探求学習やSDGｓ学習等
を希望する学校に対し、受入事業者との
マッチングの実施及び体験する際の経費
を支援することにより、修学旅行の行程
や場所、交通手段、時期の変更等を誘導
し、沖縄修学旅行における需要の分散化
を図るとともに、エネルギー価格や物価
高騰等の影響を受けている県内観光事業
者の旅行需要確保に向けた取組を支援す
る。

55,248

（令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金事業分を含む）
・支援件数　延べ48校（46校）（7,918 人）
・支援金額　52,941 千円

・物価高の影響を受けて限られた旅費予算で
の修学旅行のなか、県内事業者の体験プログ
ラム追加にかかる経費を学校に支援すること
により、同じく物価高騰の影響を受けた県内
観光事業者の旅行需要確保に一定の効果が
あったと考える。また、修学旅行繁忙期（10
～12 月）における訪問場所や交通手段の需要
の分散化等を図り、特定観光地における混雑
緩和や混雑緩和に伴う観光地滞在時間の有効
活用による観光消費額の増及び沖縄観光満足
度の向上につながったと考える。

文化観光
スポーツ
部

27
沖縄観光人材不足
緊急対策事業（交
付金）

⑧地域公共
交通・物流
や地域観光
業等に対す
る支援

長引く原油価格・物価高騰等の影響によ
り、求人広告や就職説明会への出展な
ど、採用活動に要する経費が高騰し、観
光業界においては十分な採用活動が行わ
れず、人材不足が喫緊の課題となってお
り、需要の取りこぼしが生じている。沖
縄観光の復活に向けて、観光事業者が取
り組む採用活動に要する経費を支援し、
人材の受入に資する取組を促進すること
により、観光業界の持続的発展につなが
る人材の確保・定着を図る。

85,699

・海外での合同就職説明会：業界に特化した
合同就職説明会を海外現地（韓国、台湾、タ
イ、インドネシア）及びオンラインにて開催
した。
・外国人材(海外在住)を対象としたインター
ンシップの受入促進：インターン生にかかる
渡航費等を支援し、海外から41人を受入。
・「コロナ禍による離職者の増加と、その後
の観光需要の急激な回復に伴う人手不足の解
消」を目的に緊急対策として、採用活動等に
対する補助を実施。
　補助件数47件、交付額16,767,000円

・47事業者に対し、採用活動経費等の物価高
騰分を補助し、海外からの観光人材を採用す
ることで人材不足の解消につなげた。また、
観光業界で働く人材が増えることで、サービ
スの質が向上するとともに観光客の満足度が
向上し、リピーターが増えることに寄与した
ものと考えられる。

文化観光
スポーツ
部

28
県立学校給食食材
費負担軽減事業

②エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰に
伴う子育て
世帯支援

物価高騰等に直面する中、県立学校等に
おいてこれまでどおり栄養バランスや量
を保った給食が提供されるよう、給食食
材費の保護者負担を軽減するため、児童
生徒の食材費高騰分を補助する。

26,590
・県立学校等28校に対し、給食食材費（支
出）と給食費（収入）の差額分である26,590
千円の補助を行った。

・物価高騰のなか、保護者等に新たな負担を
課すこと無く、これまでどおりの質や量を維
持した給食の提供ができた。
・アンケートの結果から、本取組は、保護者
等の負担軽減に一定程度効果があったと考え
られる。

教育庁

29
特別支援学校寄宿
舎支援事業

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

県立特別支援学校の舎食費について、物
価高騰による保護者等の急激な負担増加
を軽減するため、食材費高騰分に対する
経費を支援する。

1,514
・令和６年４月～令和７年３月、寄宿舎が設
置されている特別支援学校９校

・基準とした令和３年度の舎食単価と比較
し、令和６年度の舎食単価は平均で8.4％の増
額となった。増額分を支援することで、保護
者等の負担を軽減し舎食の質や量を維持する
ことができた。物価高騰支援として有効で
あったと考える。

教育庁

42
配合飼料価格差補
助緊急対策事業
（１月追加分）

⑥農林水産
業における
物価高騰対
策支援

原油価格の高騰、ウクライナ情勢、円安
等によって、配合飼料価格が高騰してお
り、畜産農家の飼料費負担が増加したこ
とから、経営が維持できない危機的状況
にある。そのため、配合飼料価格の一部
を補助することで、農家の飼料費負担を
軽減し、畜産経営の維持を図る。

860,000

・事業実施主体と連携し、県内畜産農家に対
して配合飼料価格安定制度及び本事業の周知
を行った。
・配合飼料価格安定制度に加入している県内
畜産農家1,686戸を対象として、
1,189,789,596円を交付した。

・物価高騰の影響により、配合飼料価格の急
激な高騰、高止まりにより畜産農家の経営状
況が逼迫する中、本事業における支援により
配合飼料購入価格による負担軽減に繋がっ
た。

農林水産
部


